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問   題 
 現在，様々な分野への女性の進出は着実に進みつつある。1999年には改正男女雇用機会均等
法も施行され，一昔前とは比較にならないほど女性は多くの仕事で活躍している。女子学生の
就職状況の厳しさは続いており，大企業の管理職につく女性もまだ少数である，というように
女性の職業に関連する事柄にはあまり変化しない面もあるが，職業選択の範囲という面からみ
れば，女性の選択の幅は大きく広がってきていると言ってよいだろう。本研究は，このような
状況のなかで男女平等の教育を受けてきた現在の大学生が，女性がこれまであまりついてこな
かった職業と女性が多くついてきた職業に分けた場合，それぞれを選択することを真剣に考え
た程度に職業に関する自己効力感や職業選好，そして性役割態度がどのように関係しているの
か，そしてそれらの関係にジェンダー差が見られるのかについて検討していく。 
 これまで多くの研究が職業を選択する際のジェンダー差を取り扱ってきたが，最も有名なも
のは自己効力感（Bandura,1977）を用いて説明した Hackett & Betz（1981）とそれを実証し
た Betz & Hackett（1981）である。後者の研究では男子学生の職業に対する自己効力感は職
業全体で等しかったが，女子学生の職業に対する自己効力感は女性がこれまであまりついてこ
なかった職業（これ以降「男性が多い職業」と呼ぶ）では，男性より有意に低く，女性が多くつい
てきた職業（これ以降「女性が多い職業」と呼ぶ）では，男性より有意に高かった。女性が主に社
会化の過程で得た経験のために，男性が多い職業に関しては低い自己効力感しか持てず，その
結果これらの職業へ女性がつかないということが継続して起こってきたのかもしれないという
ことを，彼女たちは示唆している。 
 彼女たちの研究以降，自己効力感と職業選択のジェンダー差に関して多くの研究がなされて
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きた。それらの研究から Hackett（1995）は，①職業的な自己効力感はキャリアに関する興味，
キャリア選択を明確に予測する，②職業的な自己効力感のジェンダー差は大学生のさまざまな
サンプルにおいて共通にみられる，ただしこのようなジェンダー差は均質なサンプル（たとえば，
高い成績を達成している学生グループなど）においてはみられない，という結論をだしている。①
で述べている「キャリア」とは，この場合「職業」とほぼ同じ意味で使われている。関連する
多くの研究で「キャリア」を「職業」という意味で使っているため，これ以降特別に断らない
限り「キャリア」とは「職業」を指すこととする。また「キャリアに関する興味」とは，Betz 
& Hacektt（1981）の研究では，ある職業を好きである程度として操作化されており，後に述
べる職業選好とほぼ同じ意味で使われている。 
日本の大学生にも Betz & Hackett（1981）が見いだした職業に対する自己効力感のジェン
ダー差が見られることを，Matsui, Ikeda & Ohnishi（1989）及びMatsui & Tsukamoto（1991）
は示した。 
さて，職業に対する自己効力感が職業選択のジェンダー差に及ぼす重要性について見てきた
が，Clement（1987）はそのことに疑問を呈し，多くのキャリア関連の理論（たとえばHolland,1985）
で職業の選択及び遂行にとって重要な要因であるとされている職業選好（職業に対する好み）の
方が，自己効力感よりも職業選択にとって重要であることを示した。彼女は Betz & Hackett
（1981）が使った自己効力感の尺度には妥当性がないと主張して，尺度を改良して調査を行っ
た。その結果は，男女を問わず，男性が多い職業でも女性が多い職業でも，該当する職業につ
くことを実際に考えた真剣さの程度に影響を与えた職業の数は，自己効力感より職業選好が圧
倒的に多かった。このことから，自己効力感が男性が多い職業へ女性が進出しない事に対する
有益な説明概念であるとは言えないのではないか，と彼女は示唆している。 
 職業選好と自己効力感の関係に関しては，Wheeler（1983）が職業選好の性差を説明する重
要な要因が自己効力感であることを示唆している。また，Rotberg, Brown, & Ware（1987）
では，キャリアに関する興味とキャリアに対する自己効力感は，キャリア選択を現在考慮して
いる程度を有意に予測した。そしてまたキャリアに関する興味は，キャリアに対する自己効力
感とキャリア選択を現在考慮している程度の両方の強い予測要因であった。キャリアに関する
興味については前述したように，これまでの多くの研究及び理論から Hackett（1995）は職業
に対する自己効力感が職業に対する興味を予測するという結論をだしているが，さらに自己効
力感と興味が概念的に異なっているのかと疑問視する研究者もいる事を紹介し，興味もキャリ
ア選択に影響を与えるが，自己効力感の影響ほどは強くない，としている。 
このように自己効力感と職業選好と職業選択の考慮の程度の関係はいささか異なる見解がで
ているが，職業選好も自己効力感と同様に職業選択の考慮の程度に影響を与えるであろうこと
と，自己効力感が職業選好に影響を与えるであろうことは，前述した Rotbergたち（1987）を
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除けばほぼ共通して述べられている。そこで本研究ではこれらの先行研究の結果から，まず自
己効力感と職業選好は職業選択の考慮の程度に正の影響を与え，自己効力感は職業選好にも正
の影響を与えるであろうと推測する（図 1参照）。さらに職業に対する自己効力感と職業選好の
どちらがその職業につくことの考慮の程度により大きな影響を及ぼすのか，そしてそのことに
ジェンダー差はあるのかどうかについてみることとする。 
 次に男性が多い職業に対する女性の自己効力感を高める要因をみていく。そのような働きを
する要因の一つにリベラルな性役割態度が示唆されている（Hackett,1995）。女性がリベラル
な性役割態度を持っているなら，女性がこれまであまりついてこなかった，男性が多い職業に
対しても自己効力感が低下せず，その結果それらの職業につくようになると考えられている。
この点に関連して，キャリアに関する自己効力感の性差は，性そのものよりも性役割に関する
パーソナリティ特性のせいで生じるのではないかという事を示唆する研究（Matsui,1994）も
ある。また，Rotberg, Brown, & Ware（1987）は，ジェンダーと性役割志向は職業選択行動
それ自体に直接影響を与えるのではなく，それらは自己効力感と直接関係し，そして自己効力
感がキャリア選択を現在考慮しているかどうかということを導くかもしれないと示唆する。さ
らに小久保（1998）は性役割態度を取り入れて自己効力感とキャリア志向のジェンダー差の関
係について調べたが，職業に対する自己効力感ではなく一般的な自己効力感で調べたためもあ
り，明確な結果がでなかった。そこで本研究では取り扱う職業をより具体的かつ多様にし，女
性がリベラルな性役割態度を持っているなら，男性が多い職業への自己効力感が高まり，それ
らの職業につくことを考慮するようになるであろうことも検証する。この点に関してはこれま
での議論から以下のような仮説を導いた。 
仮説１ 女性の性役割態度がリベラルであるほど，これまで女性があまりついてこなかった職
業に関しての女性の自己効力感は高くなるであろう。 
仮説２ これまで女性があまりついてこなかった職業に対する女性の自己効力感が高くなるほ
ど，女性のそれらの職業につくことを考慮する真剣さの程度が大きくなるであろう。 
 前に述べたように，職業選好も職業選択を考慮する際の重要な要因で，しかもジェンダー差
があることがわかっている。職業選好にも性役割態度が男女でどのように異なる影響を及ぼし
ているのかも見ていきたい。 
 さて，鈴木（1997）は性役割態度と就労行動に関係があることを示す研究を多数紹介し，そ
の因果関係の存在と方向を考察している。そして就労行動が性役割態度に影響を与えるという
ことを示す研究が多いが，性役割態度が行動に影響を与える可能性も示唆している。このこと
から性役割態度が自己効力感や職業選好を媒介して職業選択の考慮に影響を与える可能性のほ
かに，直接職業選択へ影響を与える可能性も考えられる。そのことも検証したい。また日本の
男女大学生を対象にした森永（1993）の研究では，女性においてキャリア志向と性役割態度と
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の関連は見られなかったが，男性では伝統的な性役割態度を持つほどキャリア志向的であり，
性役割態度は女性よりもむしろ男性のキャリア志向や家族への配慮などの側面に対する価値を
予測するものであることが示唆された。性役割態度が男性の職業選択の考慮の程度にどのよう
な影響を与えるのかも検討したい。 
 以上本研究の目的は，これまで述べてきたことから推測できる限りのパスを引いた図１のよ
うなパス図のうち，職業に対する自己効力感と職業選好ではどちらが職業を選択する前の大学
生の職業選択の考慮により大きな影響を及ぼすのか，そのことにジェンダー差はあるのか，ま
た女性の場合，性役割態度と男性が多い職業に対する自己効力感と職業につくことを考慮する
真剣さの程度に関する仮説は支持されるのか，男性ではこれらの関係は女性とどう異なるのか
を検証することである。 
 
 
 
 
 
 
図１ 職業選択の考慮と職業に対する自己効力感，職業選好，性役割態度の推定される関係 
 
方   法 
被験者及び手続き 
 様々な学生からデータを得るため，２種類の集団を対象に質問紙調査を行った。 
 まず第１に，本学経営学部の３回生以上を対象としたある専門科目の受講生 84 人（男性 54
人，女性 80人）に質問紙を配付，回収し，そのうち社会人学生と４回生以上を除いた 56人（男
性 37人，女性 19人）を分析対象とした。 
 第２に，全国の多くの大学に存在するオリエンテーリング部という体育会系の部の大会に全
国の大学から集まってきた様々な学部を含む１回生から４回生までの大学生のうちの 79人（男
性 29人，女性 50人，社会人学生はいなかった）に質問紙を配付し，４回生を除いた 62人（男性 17
人，女性 45人）を分析の対象とした。 
 合計すると男女全体で 118人，１回生 10人，２回生 16人，３回生 92人，年齢は 18歳か
ら 23歳，平均 20.81歳，標準偏差 1.05であった。男性は 54人で１回生２人，３回生 52人，
年齢は 18歳から 23歳までで平均年齢 21.30歳，標準偏差 1.0，女性は 64人で１回生 8人，２
回生 16人，３回生 40人，年齢は 18歳から 22歳までで平均 20.41歳，標準偏差 0.92だった。 
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 調査を実施したのは 1998年 11月から 12月にかけてであり，授業の受講者を対象にした場
合は授業時間中に質問紙を配付し，翌週の同じ授業で回収した。またオリエンテーリング部の
大会参加者に対しては配付後，その場で記入することを求め，その日のうちに回収した。オリ
エンテーリング部の大会参加者で分析対象となった学生の所属大学は共学の国立大学６校，国
立の女子大１校，共学の私立大学１校，私立女子大２校であった。全て４年制大学である。調
査時期から考えて４回生以上の学生はすでに職業選択を終わっている可能性がきわめて高いの
で分析対象から除外した。 
変数及び尺度 
 変数及びそれらを測定した尺度は以下のようなものである。 
 職業に対する自己効力感，職業選好，職業選択の考慮の真剣さの程度 男性が多い職業，女
性が多い職業，中立的職業の３つのタイプの職業に対する自己効力感，職業選好，職業選択の
考慮の真剣さの程度を測定した。Clement（1987）の尺度を使ったが，リカート法に関しては
10段階であったものを 5段階にした。また対象とする職業に関しては Clement（1987）が使
用した職業を基本とし，現在の大学生にとってなじみのある職業という観点から大学生にヒア
リングし，その結果削除あるいは追加して 41 の職業を選んだ。さらにそれらの職業を大学生
20人に示し，女性が 70%以上を占めると思う職業と男性が 70％以上を占めると思う職業を答
えさせた。選ばれた頻度の高い職業から，男性が多い職業として 13 の職業を，女性が多い職
業として 8つの職業を選択した。女性が 70％以上を占める職業として選択されたものは少なか
ったため，２種類の職業の数は同じではない。また比較のため，答えが男女ほぼ半々だった２
つの職業と，男性が多い職業か女性が多い職業のどちらかに選ばれた頻度が少ない職業３つを
選び，計５つの職業を中立的職業とした。それぞれの職業名を表２にのせた。 
 「職業に対する自己効力感」は，もし何らかの訓練を受けたなら，当該の仕事を十分に成し
遂げる自信がどのぐらいあるのかを，上記 26 の仕事の一つ一つに関して５段階のリカート法
で尋ねた。この変数に関しては Bandura（1977）が開発した手続きに基づいて，Betz & Hackett
（1981）がキャリア研究へ応用した尺度が多くの研究で使われている。本研究で使用した
Clement（1987）の尺度は，この尺度を改良したものである。 
 「職業選好」は，必要な能力をもっているか否かに関わらず，当該の仕事がどのぐらい好き
なのか，「職業選択の考慮の真剣さの程度」（これ以降「職業選択考慮」と呼ぶ）は，過去数年の間
に当該の仕事につくことをどの程度真剣に考えたのかを，個々の仕事に関して同様に尋ねた。
この２つの変数を測る尺度も Betz & Hackett（1981）が用い，多くの研究で使われているも
のと基本的には同じであるが，彼女たちの研究では３段階と 10 段階，Clement（1987）では
どちらも 10段階であったリカート法を両方とも５段階に修正して使用した。 
 男性が多い職業，女性が多い職業，中立的職業のそれぞれに関しての平均を，それぞれの自
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己効力感，職業選好，職業選択の考慮の真剣さの程度とした。点が高いほどそれぞれの程度が
大きい事を示す。男性が多い職業と女性が多い職業としていくつかの職業を選択して，それら
の平均あるいは総計をとるという手続きは多くの研究で採用されている（たとえば，Betz & 
Hackett,1981; Matsui, Ikeda, & Onishi,1989; Matsui,1994など）。 
 性役割態度 性役割に対する態度がどれぐらい男女平等主義的であるかを調べた。鈴木
（1987,1991）の尺度の短縮版を使用したが，ほとんど同じ内容の項目が２つあったのでその
うちの１項目を削除し，16項目で測定した。社会における男女の役割が平等であるべきだとい
う態度を平等主義的態度とし，男女の役割は異なるとする態度を伝統主義的態度とすると，ど
れぐらいどちらの態度を持っているのかを測定した。本研究の仮説１で述べているリベラルと
は平等主義的ということである。５段階のリカート法で答えを求め，16項目の平均を得点とし
た。得点が高いほど平等主義的であり，低いほど伝統主義的である。 
 一般的な自己効力感 坂野・東條（1986）が作成した尺度を使用した。この尺度は特定の状
況や行動についての自己効力感ではなく，個人が一般的に自己効力感をどの程度と認知する傾
向があるかという，一般的な自己効力感の強さを測定するために作成されたものである。回答
者は 16項目について「はい」か「いいえ」で答え，「はい」が１点，「いいえ」は０点（逆転項
目に関しては「はい」０点，「いいえ」が１点）として総計を得点とした。可能な得点範囲は０から
16点であり，点が高いほど自己効力感は大きい。 
 職業レディネス 職業につくことに関して，どの程度成熟した考えを持っているかを表す概
念である。使用した尺度は若林・後藤・鹿内（1983）が作成したもののうち，彼らが省略可能
とした項目を除いた 21 項目からなり，５つの観点から職業レディネスを測定している。その
観点とは，①職業選択をどの程度重要なことと考え，どの程度真剣に取り組むかの度合い，②
ある職業に対して，どの程度自分の興味や関心がまとまっているかの度合い，③職業選択をど
の程度現実的に考えているのかの度合い，④選択においてどの程度自分の興味や適性を優先さ
せるのかの度合い，⑤自分自身の能力や興味をどの程度客観的にみているのかの度合い，であ
る。各項目について４段階のリカート法で答を求めた。21項目の平均を得点とした。点が大き
いほど職業レディネスは高い。 
結   果 
男女別の各変数間の相関係数を表１に示す。 
 Cronbachのα係数（raw dataにより算出）は男性が多い職業に対する自己効力感 0.90，職業
選好 0.81，職業選択考慮 0.73，女性が多い職業に対する自己効力感 0.79，職業選好 0.77，職
業選択考慮 0.61，中立的職業に対する自己効力感 0.70，職業選好 0.70，職業選択考慮 0.58，
性役割態度 0.90，一般的な自己効力感 0.77，職業レディネス 0.82であった。
大学生の職業選択のジェンダー差（小久保） 75 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1 
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表 2 
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表 3 各変数の男女間の差（その 2） 
 
 男  性 女  性   
変   数 M SD M SD t  df 
性役割態度 3.59  .62 3.88  .66 －2.43* 114 
一般的な自己効力感 7.57 3.75 7.52 3.65  .09 116 
職業レディネス 2.94  .39 2.91  .42  －.36 114 
 
+p<.1, *p<.05, **p<.01, ***p<.001  男性 n=53～54  女性 n=62～64 
 
 
 また，各変数の男女間の差を見るためｔ検定を行った。その結果を表２と表３に示した。一
般的な自己効力感と職業レディネスに関しては男女間で有意差はないのに，男性が多い職業に
関しては，全体及び多くの職業で自己効力感，職業選好，職業選択考慮のいずれも男性の方が
有意に高い。一方，女性が多い職業については男女間で有意差があるものはごくわずかである。
中立的職業に関しては男女間で有意差はなく，二つの職業に対する自己効力感で傾向差がある
だけである。また，同性内で対応のある t 検定を行ったところ，男性に関しては，男性が多い
職業に対する職業選好，職業選択考慮が女性が多い職業のそれらの変数よりも有意に高かった
が（職業選好 t=7.03, p<0.0001, df=53; 職業選択考慮 t=5.65, p<0.0001, df=53），自己効力感には有意
差がなかった。女性の場合は，女性が多い職業に対する自己効力感，職業選択考慮が，男性が
多い職業のそれらの変数よりも有意に高く（自己効力感 t=－7.01, p<0.0001, df=63; 職業選択考慮 t=
－4.90, p<0.0001, df=63），職業選好に差はなかった。性役割態度は女性の方が男性より有意に平
等主義的である。 
 次に，図１のような関係があるかどうかを見るためにパス解析を行った。まず，職業選択考
慮を従属変数，自己効力感，職業選好，性役割態度を独立変数にした重回帰分析と，職業選好
を従属変数にして自己効力感と性役割態度を独立変数にした重回帰分析を行い，標準偏回帰係
数の有意水準が 0.1 未満であった独立変数のみを表４と表５にのせた。また自己効力感と性役
割態度とのパス係数の有意水準が 0.1 未満であったものを表６にのせた。各種の職業ごとの全
体のパス図を図２に示す。男性が多い職業では男女とも自己効力感が職業選択考慮に正の影響
を与えており，「男性が多い職業に対する女性の自己効力感が高くなるほど，女性のそれらの職
業に対する職業選択考慮は大きくなるであろう」という仮説２は支持された。女性が多い職業
では女性の場合，自己効力感も職業選好も有意な正の影響を職業選択考慮に与え，男性の場合
は自己効力感が負の傾向，職業選好が正の有意な影響を与えている。中立的職業では男女とも
に自己効力感も職業選好も職業選択考慮に有意な正の影響を与えている。 
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表 5 
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表６ 職業に対する自己効力感と性役割態度の間のパス係数 
 
男性(n=53) 女性(n=61または 63) 
男性が多い職業  男性が多い職業  
 パイロット .24+  全体 .21+ 
 医師    .30*  起業家 .22+ 
 エンジニア .32*  建築士 .28* 
   商社マン・ウーマン .25* 
女性が多い職業  女性が多い職業  
 秘書     .24+  デパートなどの販売員 －.23+ 
中立的職業    
 ソーシャルワーカー .30*   
 
+p<.1,  *p<.05 
注 有意水準が 0.1未満のもののみをのせた。 
 
 
 ただし，同じ種類の職業内でも個々の職業ごとにパス図のパターンはかなり異なっているた
め，職業選択考慮に自己効力感と職業選好の両方が影響を与えている職業数，自己効力感のみ
が影響を与えている職業数，職業選好のみ影響を与えている職業数，どちらも与えていない職
業数が，それぞれの種類の全職業数に占める割合を図３にのせた。中立的職業ではそれぞれの
割合が男女で全く同じであり，自己効力感が職業選好の２倍の数の職業選択考慮に影響を与え
ている。男性が多い職業に関しても男女差はあまりなく，自己効力感も職業選好も同じぐらい
多くの職業選択考慮に影響を与えている。このようにみた場合も仮説２は支持されている。男
女差が見られるのは女性が多い職業に関してである。男性の場合，自己効力感は 25％の職業選
択考慮にしか影響を持たず，職業選好が 87％の職業の選択考慮に影響を与えているが，女性の
場合は自己効力感も職業選好も約 75％の職業の選択考慮に影響を与えており，男性が多い職業
に関する男女のパターンに似ている。図２のように全体としてまとめると男性が多い職業では
男女ともに自己効力感のみが職業選択考慮に影響を与えているが，図３のようにまとめると男
性が多い職業では男女を問わず，自己効力感も職業選好も多くの職業選択考慮に影響を及ぼし
ているという結果であった。性役割態度が職業選択考慮に直接影響を及ぼしていたのは女性の
場合のみで，大学教員と政治家と図書館司書で正の影響を与える傾向があり，デパート等の販
売員では負の有意な影響を与えている。 
 性役割態度と自己効力感の関係をみると，男性が多い職業に関して女性の場合，性役割態度
がリベラルになるほど全体の自己効力感が高くなる傾向が見られ，個々の職業では，建築士と
商社マン・ウーマンで有意な正の相関があり，起業家で正の関係の傾向がみられ，仮説１は一
部の職業で支持された。男性の場合にも一部の職業で正の有意な関係あるいはその傾向があった。 
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  +p<.1,  *p<.05,  **p<.01,  ***p<.001 
注 破線以外の直線についている数字はパス係数。Rの後ろの数字は（1-決定係数）の平方根。 
  
図 2 職業選択考慮，自己効力感，職業選好，性役割態度の関係を表すパス図。 
 
 職業選好に及ぼす性役割態度，自己効力感の影響をみると，まず自己効力感は男性の事務員
を除いた全ての職業で職業選好に正の有意な影響を与えている。性役割態度は男性が多い職業
に関しては男性の場合の建築士で有意な正の影響を持ち，女性の場合の商社マン・ウーマンと
警察官で負の有意な影響があり，政治家で負の影響の傾向があった。女性が多い職業に関して
は男性の図書館司書で有意な負の影響があり，女性に関しては全体及び８つの職業のうちの２
つで有意な負の影響，３つで負の影響の傾向があった。中立的職業では，男性の TV アナウン
サーで正の影響のある傾向があり，女性では全体と旅行関係で負の影響の傾向があり，小学校
教師で有意な負の影響があった。 
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考   察 
 
 Betz & Hackett（1981）の研究でみられたような職業に対する自己効力感のジェンダー差が
本研究でもみられた。男性が多い職業に関する女性の自己効力感は，男性よりも有意に低かっ
た。さらに男性が多い職業に対する職業選好，職業選択考慮も女性の方が男性よりも有意に低
かった。また男性は男性が多い職業と女性が多い職業に対する自己効力感に差がないが，女性
では男性が多い職業に対する自己効力感が女性が多い職業に対する自己効力感より有意に低か
った。そして男女ともに自分の属する性が多い職業に対する職業選択考慮が，他の性が多い職
業に対する職業選択考慮より有意に大きかった。職業選好は男性では男性が多い職業に対する
職業選好が女性が多い職業に対する職業選好より有意に大きく，女性では職業選好にそのよう
な差はなかった。本研究では学業の達成レベルなどは測っていないため，男女で差があるとみ
られる結果も実は他の要因のために起こっている可能性はある。しかし一般的な自己効力感や
職業レディネス，中立的職業に対する自己効力感，職業選好，職業選択考慮にジェンダー差は
ないのに，男性が多い職業と女性が多い職業に対してはこのようなジェンダー差が現在の大学
生の間でまだみられるということは，社会化の過程の経験に依然として男女で違いが存在して
いるということの他にも，社会的，制度的，心理的な様々な要因が絡み合った結果であると考
えられる。そのジェンダー差が生み出されるメカニズムに関してはさらに研究が必要である。 
 さて本研究の第一の目的である，自己効力感と職業選好のどちらがより職業選択考慮に影響
を及ぼすのか，そしてそのことにジェンダー差はあるのかという点に関してであるが，Betz & 
Hackett（1981）は男性が多い職業では男女ともに自己効力感と職業選好が職業選択考慮に正
の影響を与えるという結果をだし，Clement（1987）は男女ともに男性が多い職業であれ女性
が多い職業であれ自己効力感よりも職業選好が職業選択考慮に影響を及ぼすという異なる結果
をだしたが，この二つの研究には分析の仕方に違いがあった。Betz & Hackett（1981）は男性
が多い職業，女性が多い職業それぞれ 10個ずつをまとめたもので重回帰分析を行い，Clement
（1987）はそのようにひとまとめにせず，個々の職業ごとに重回帰分析を行い，自己効力感あ
るいは職業選好が職業選択考慮に有意な影響を与えた職業数から論じた。本研究は両方の分析
を行ったが，二つの結果は少し違っている。前述の二つの研究結果に大きな違いがでたのは，
この分析の仕方の違いに起因する可能性もあるのではないだろうか。まず同じ種類の職業をひ
とまとめにしてその平均で分析した結果では，男女とも男性が多い職業では自己効力感のみが
職業選択考慮に正の影響を与えた。女性が多い職業では男性は自己効力感は負の影響を持つ傾
向があり，職業選好は正の影響を与えた。女性では自己効力感も職業選好も正の影響を与え，
二つの研究のどちらとも異なる結果であった。個々の職業ごとに分析した結果をみると，同じ
種類の職業内でも少し違った結果となった。自己効力感あるいは職業選好が職業選択考慮に影
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響を与えた職業数が全体に占める割合をまとめた図３を見ると，男性が多い職業において男性
も女性も，そして女性が多い職業における女性も自己効力感あるいは職業選好が職業選択考慮
に正の影響を持つ職業数の割合は同じぐらい大きかった。しかし女性が多い職業において男性
は，自己効力感よりも職業選好が圧倒的に大きな数の職業選択考慮に正の影響を与えた。これ
まで同じ種類のいくつかの職業をひとまとめにして分析を行った研究が多いが，個々にみた結
果と合わせて考えることが必要であろう。ひとまとめにすると全体の傾向をみることができる
が，女性が多い職業の男性の場合でひとまとめにすると自己効力感が職業選択考慮に負の影響
を与える傾向がみられるが，個々の職業をみると二つの職業で自己効力感は職業選択考慮に正
の影響があるのみである，というように全体から個々の場合を推測する際に誤りが起こる可能
性がある。ひとまとめにして分析した結果と個々の結果の二つから総合的にみると，本研究の
サンプルに限ってのことではあるが，男性が多い職業では男女ともに自己効力感も職業選好も
同じぐらい多くの数の職業の職業選択考慮に正の影響を及ぼすが，その強さは自己効力感の方
が強いといえよう。女性が多い職業では女性の場合，自己効力感も職業選好も同じぐらい多く
の数の職業の職業選択考慮に影響を持つが，影響の強さでは職業選好の方が強く，男性の場合
は職業選好が数でも強さでも圧倒的に大きな影響を持つといえるだろう。本研究ではどちらの
分析でも男性が多い職業の女性の職業選択考慮に自己効力感が正の影響を与えていて仮説２は
支持され，男性が多い職業を女性が選択するようになるには，男性が多い職業に対する自己効
力感を高めることが一つの方法であることが多くの研究同様示された。 
 今後は女性の中での職業選択に関する違いを生み出す様々な要因にもさらに目を向ける必要
があるだろう。 
 さて，男性が多い職業に対する女性の自己効力感を高める要因として性役割態度をとりあげ
たが，女性の性役割態度がリベラルであるほど男性が多い職業に対する自己効力感は高くなる
であろうという仮説１は一部の職業でのみ支持された。さまざまな女性サンプルでさらに検討
する必要があるだろう。性役割態度の影響が顕著であったのはむしろ女性が多い職業に対する
女性の職業選好に対してであり，多くの職業選好にマイナスの影響を与えていた。女性の場合，
男性が多い職業，中立的職業のいくつかの職業選好に対しても性役割態度がマイナスに働いて
いる。これらの事から女性の場合，性役割態度が平等主義的である人ほどどの職業も選好しな
い，という可能性も考えられる。この点に関してもさらに研究が必要である。 
 性役割態度は男性においてはわずかな数の職業に対する自己効力感と職業選好に影響を与え
ただけであった。性役割態度は女性よりもむしろ男性のキャリア志向を予測するかもしれない
と森永（1993）が示唆したように，男性では性役割態度は職業選択前ではなく職業についてか
らのキャリア志向に影響を与えているのかもしれない。この点に関しての解明も今後の課題で
ある。 
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要   約 
 
 本研究は女性が伝統的に多くついてきた職業（「女性が多い職業」と呼ぶ）と女性があまりつい
てこなかった職業（「男性が多い職業」）とそれ以外の職業に分けて，職業につくことを考慮した
真剣さの程度（「職業選択考慮」と呼ぶ）に，それらの職業に対する自己効力感と職業選好のどち
らがより影響を与えるのか，そしてその与え方にジェンダー差はあるのかを検討した。また，
男性が多い職業に対する女性の自己効力感を高める要因として性役割態度取り上げ，仮説１：
女性の性役割態度がリベラルであるほど男性が多い職業に対する女性の自己効力感は高くなる
であろう，仮説２：男性が多い職業に対する女性の自己効力感が高くなるほど，男性が多い職
業に対する女性の職業選択考慮は大きくなるであろう，という二つの仮説を導いた。 
 大学生 118人に質問紙調査を行った結果，仮説１は一部の職業で支持され，仮説２は支持さ
れた。自己効力感と職業選好のどちらが職業選択考慮に影響を及ぼすのかについては，先行研
究の２種類の分析方法について考察し，両方の方法を用いて総合的に見た結果，男性が多い職
業では男女ともに自己効力感も職業選好も同じぐらい多くの数の職業選択考慮に正の影響を及
ぼしたが，その強さは自己効力感の方が強かった。女性が多い職業では女性の場合自己効力感
も職業選好も同じぐらい多くの職業の職業選択考慮に正の影響を持つが，影響の強さでは職業
選好の方が強く，男性の場合は職業選好が数でも強さでも圧倒的に大きな正の影響を及ぼした。
その他，女性の場合，性役割態度がリベラルになるほど女性が多い職業に対する職業選好は減
少した。 
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ABSTRACT 
The present study examined which occupational self-efficacy expectations or occupa-
tional preferences have the stronger effects on career options, and whether there are 
gender differences in the way they affect. It also tested two hypotheses. Hypothesis1: the 
more liberal females' gender-role attitudes would be, the higher their self-efficacy 
regarding traditionally male-dominated occupations would be. Hypothesis2: the higher 
females' self-efficacy regarding male-dominated occupations would be, the more they would 
consider entering that type of occupations.  
The 118 college students completed questionnaires. The hypothesis1 was supported 
about several occupations. The hypothesis2 was supported. About the effects of self-efficacy 
and preference, the possibility that two different methods of previous studies may produce 
the different results was discussed. This study used these two methods and the results 
showed with regard to male-dominated occupations, regardless of gender, both self-efficacy 
and preference affected almost the same number of career options positively, but that the 
effect of self-efficacy was stronger. With regard to female-dominated occupations, in women, 
self-efficacy and preferences affected the same number of career options but preferences 
affected stronger, in men, preferences affected more career options and its effect was 
stronger than self-efficacy. The results also showed the more liberal females' gender role 
attitudes were, the lower the preferences of female-dominated occupations were. 
大学生の職業選択のジェンダー差（小久保） 87 
key words:  occupational self-efficacy expectation, occupational preference,  
 gender-role attitude, career option, gender 
 
